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第13回 流域管理と地域計画の連携方策に関するワークショップ



○施設整備には時間を要することになるが、その間でも 、温暖化により洪水による被害が深刻化する恐れがあるため、
河川整備を加速することに加え、本川下流のみならず上流や支川など中小河川も含め流域全体で、国・都道府県・
市町村、地元企業や住民などが協働して取り組む「流域治水」により治水対策を推進。
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○ 治水に加え利水・環境も流域全体であらゆる関係者と協働して取り組むとともに、治水・利水・環境間の「相乗効果の
発現」 「利益相反の調整」を図るなど、流域治水・水利用・流域環境の一体的な取組を進めることで「水災害による被
害の最小化」「水の恵みの最大化」「水でつながる豊かな環境の最大化」を実現させる「流域総合水管理」を推進。

国際

「水防災の主流化」を主導し、
我が国の先進的な防災技術等
を国際社会に発信。

DX

デジタルデータの活用や新技
術の導入により、激甚化する
自然災害、インフラ施設の老
朽化、働き手の減少等の課題
へ対応。

流域総合水管理の範囲

治水・利水・環境間の「相乗効果の発現」
「利益相反の調整」により取組効果を最大化

治水に加え利水・環境の取組についても
流域全体であらゆる関係者が協働する取組に発展

流域総合水管理の取組を
全国109の一級水系において、

各水系の特性を踏まえつつ順次展開

流 域 総 合 水 管 理 を 支 え る 取 組

利水×環境

治水×環境治水×利水
治水と環境で整備時の配慮事項が
異なる中での効果最大化 等

治水と利水（発電）で望ましいダムの
水位が異なる中での効果最大化 等

・安定的に水を供給する
・貴重な水資源を有効活用する
・国産でクリーンな電力を増やす

水の恵みの最大化

(背景)
2050年 CN実現
気候変動（渇水）
産業構造の変換
人口減少 等

水でつながる豊かな環境の
最大化

・自然環境を守る・創る
・人も自然もつなぐ
・豊かな水環境を創る

(背景)
2030年NP実現
気候変動（渇水）

利水と環境で望ましい流況
が異なる中での
効果最大化 等

流域治水

・氾濫を減らす
・対象を減らす
・早く復旧する

水利用 流域環境

流域全体、あらゆる関係者で、 流域全体、あらゆる関係者で、

流域総合水管理
○治水・利水・環境間の「相乗効果の

発現」と 「利益相反の調整」を図る
○利水・環境についても流域全体で

あらゆる関係者と協働して取り組む

水災害による被害の最小化

流域全体、あらゆる関係者で、

(背景)
気候変動（洪水・高潮等）
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防災気象情報

警戒
レベ
ル

相当
情報

行動を促す
情報

(避難情報等)

住民が
とるべき行動

状況

警
戒
レ
ベ
ル

高潮害土砂災害

洪水等に関する情報

大雨浸水害
（市町村毎）

洪水害
（市町村毎）

指定河川
洪水予報
（河川毎）

高潮氾濫発生情報
大雨特別警報
（土砂災害）

大雨特別警報
（浸水害）氾濫発生情報

５
相
当

緊急安全確保
命の危険

直ちに安全確保！

災害発
生又は
切迫

５

＜警戒レベル４までに必ず避難！＞

高潮特別警報
高潮警報土砂災害警戒情報氾濫危険情報

４
相
当

避難指示
危険な場所から

全員避難

災害の
おそれ高

い
４

警報に切り替える
可能性が高い
高潮注意報

大雨警報
（土砂災害）

大雨警報
（浸水害）洪水警報氾濫警戒情報

３
相
当

高齢者等避難
危険な場所から
高齢者等は避難

災害の
おそれあ

り
３

高潮注意報大雨注意報洪水注意報氾濫注意情報
２
相
当

洪水、大雨、
高潮注意報

自らの避難行動を
確認する

気象
状況
悪化

２

１
相
当

早期注意情報
災害への心構えを

高める

今後気象
状況悪化
のおそれ

１

市町村は、
警戒レベル
相当情報
などを参考
に、避難指
示等の発令
を判断する

警戒レベルとの対応関係が整理されてはいるものの、次のような課題があってとても分かりにくい。
情報名称がバラバラで、どのレベルに相当する情報なのか非常にわかりづらい
警戒レベル４相当の情報がないものがある（洪水・大雨浸水）
特別警報と警報が同じ警戒レベル４になっている（高潮）
高潮注意報がレベル２とレベル３相当に分かれている（高潮）
同じ警報が異なる対象災害を兼ねている（大雨警報が土砂災害と浸水害を兼ねるなど）

警戒レベル情報警戒レベル情報 主な防災気象情報（警戒レベル相当情報）主な防災気象情報（警戒レベル相当情報）

課題解決に向け、「防災気象情報に関する検討会」で約２年半かけて議論 4



○ 豪雨等の自然災害が頻発・激甚化するなかで、洪水や高潮の危険性について、
住民や水防関係者へのより明確で、きめ細かな周知が求められている

○ 洪水・高潮の観測・予測等に関する技術の進展（※1）を踏まえ、洪水及び高潮の
予報・警報の高度化や水災による危険を住民や水防関係者に迅速に周知する
体制の強化により、水災による被害の軽減を図る必要がある

○ 加えて、情報通信技術の進展等により、日本国内に向けて不適切な気象等の
予報業務を行う外国法人等が現れていることから、外国法人等による
予報業務に関する規制を強化する必要がある

○ 気象庁は、「洪水による重大な災害の起こるおそれが著しく大きい場合」に、
洪水の危険性を住民へ迅速かつ確実に伝えるため、洪水の特別警報を新たに実施

○ 国土交通大臣又は都道府県知事は、気象庁の求めに応じ、洪水の特別警報の
判断に必要な情報（指定河川の水位の変動・施設の損壊状況等）を提供

○ 洪水による氾濫が迫っていることを気象庁や水防関係者にプッシュ型で情報提供するため、
河川管理者等は、氾濫による危険の切迫を認める場合に通報

令和元年東日本台風（千曲川（長野県））
大雨特別警報が大雨警報に切替えられた後
住民が避難先から自宅に戻り孤立・救助

（※1）監視カメラ等の観測網の整備拡大、洪水の予測手法の高度化、波の打上げ高の予測モデルの構築等

令和６年７月の大雨による氾濫事例
（石沢川（秋田県））

１．洪水に係る情報提供体制の強化 【気象業務法・水防法】

背景・必要性

法律の概要①

平成30年の高潮による大阪湾の浸水事例
（兵庫県神戸市）

令和7年12月12日 公布
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３．外国法人等による予報業務に関する規制の強化 【気象業務法】

○ 予報業務許可制度の適切な運営の観点から、以下の措置等を講ずる
• 許可の申請に当たって、国内代表者又は代理人（国内代表者等）の指定を義務付け
• 国内代表者等（※3）の所在が不明である場合、簡易な手続きにより許可を取り消すことができる

○ 気象業務法に違反して、許可を取得せずに予報業務を行う者等について、利用者がこうした
不適切に行われる予報等を忌避できるよう、氏名等を公表できること（※4）とする

２．高潮の共同予報・警報の創設 【気象業務法・水防法】

○ 予測技術の進展を踏まえ、国土交通大臣が指定した海岸（※2）において、国土交通大臣・気象庁長官・
都道府県知事が共同して、波の打上げの要素を加味した高潮の予報・警報を新たに実施

（※2）高潮により国民経済上重大な損害が生じるおそれのある海岸

（※4）国内事業者も対象に含まれる

国内代表者等を通じて、許可申請への対応や法令違反等があった際の是正措置を円滑に実施可能

是正措置等

【外国法人】【気象庁】

【国内代表者等】
国内代表者等の指定

許可申請

【目標・効果】 （KPI）
① 洪水の特別警報の認知度：80％（施行後５年）
② 高潮の共同予報・警報を実施する指定海岸の数：10海岸（施行後５年）

（※3）国内事業者の場合は許可を取得した者

※ いずれも新設規定

法律の概要②
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防災気象情報（河川氾濫、大雨、土砂災害、高潮）を５段階の警戒レベルにあわせて発表。
対象災害ごとの情報として整理するとともに、レベル４相当の情報として危険警報を新設。
情報名称そのものにレベルの数字を付けて発表。（例：レベル４大雨危険警報 等）
レベル５相当情報については、氾濫特別警報を新たに運用するとともに、氾濫通報も活用して運用。

※１ レベル５氾濫特別警報とレベル５氾濫発生情報（高潮の場合はレベル５高潮特別警報とレベル５高潮氾濫発生情報）は一体的に発表される。
※２ レベル５氾濫発生情報（高潮の場合はレベル５高潮氾濫発生情報）については、河川管理者等による氾濫通報を用いて運用されるほか、特別

警報の発表判断にも活用。氾濫通報を運用する対象については、緊急安全確保に特に留意が必要となる氾濫をもたらす河川・海岸・下水道を選
定し、氾濫状況（家屋倒壊、深い浸水、地下街浸水）が想定される河川区間等とともに、事前に水防計画で定めておく。

※３ 水位周知河川において河川管理者から発表されている５段階の水位到達情報については今後も継続して運用される（レベル４氾濫危険情報
以外の運用は任意）。

※４ 大雨に関する情報（市町村ごとに発表）では、大雨による低地の浸水に加えて洪水予報河川以外の外水氾濫についても扱う。
※５ 高潮では、より精度の高い予測情報を国土交通省・気象庁・都道府県で共同で予報する制度を一部海岸で新たに運用。

水防法に基づく水位周知や氾濫通報を含めた新しい防災気象情報
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レーダ雨量計

水位計

堰・水門諸量

ダム諸量

カメラ映像

流速

水質

生物

利活用

樋門・樋管諸量

潮位

土砂

雨量計

地下水位

■河川計画の立案
・治水対策
・利水確保
・環境保全

■水文資料

■河川管理
・巡視・点検
・河川環境の維持
・河川の適正利用

■施設操作
・ダム、堰等の操作
・農業用水等の取水

■災害対応（防災情報）
・洪水予報
・水防警報
・PUSH型通知
・リスク情報
・渇水調整 等

河川の情報

地形・地質

主な用途
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「能登半島での地震・大雨を踏まえた水害・土砂災害対策のあり方について」
提言（概要）

（１）複合災害（※）の発生に備えるための
先発の自然災害発生後の応急対応の強化

（２）土砂・洪水氾濫など
土砂、流木の流出への備えの強化

山地部からの
土砂・流木の流出に
伴う被害の発生

（地すべり、土石流、土砂･洪
水氾濫など）

土砂・流木が
横断工作物で

捕捉されること等
に伴う氾濫の発生

避難に使える
リードタイムが短い
山地河川、中小河川
での逃げ遅れの発生

限りある人員･資機材
を投入すべき箇所がス
クリーニングできない
ことに伴う被害の拡大

先発災害の影響に伴う
単発の災害と比べて被
害範囲の拡大、小さな
外力での被害の発生

〇気候変動による大雨頻度の増加〇首都直下地震、南海トラフ地震等が切迫

被害の防止・軽減に向けて、速やかに検討に着手し、早期に実現を図るべき対策

上記を踏まえて対応すべき課題

能登半島での地震・大雨の被害の主な特徴我が国が直面する厳しい自然環境

〇山地～河口までをトータルで考えた効果的な土砂・流木対策の推進
・土砂・流木による被害が発生しやすい箇所の抽出
・土砂・流木を捕捉する施設の設置や弱部（河川の水衝部や横断工作物設置箇所）の強化
・土砂・流木の流入によって低下した機能を早期に回復するためのダムの改良等

〇住まい方の工夫や避難等のための土砂・流木の影響（横断工作物で
の土砂・流木の流下阻害など）を見込んだハザードマップの導入

〇危険の切迫度が伝わる防災気象情報等の充実

〇リスク情報の空白域の解消

○整備・復旧にあわせた環境の保全・創出の促進 等

〇リモートセンシング（遠隔探査）技術も活用した先発の自然災害

による被災エリア全体のリスクの把握、安全度評価手法の確立
・SAR画像、光学画像、LP測量など様々な手段を活用した施設や地形の変状把握、
地域の安全度評価の実施（山地から河川までを河川、砂防が連携して実施）

〇先発の自然災害発生後の施設・地形の変状への応急対応の強化
・安全度評価を踏まえた応急対応箇所のスクリーニング（優先順位付け）の実施
・警戒範囲の拡大（避難対象の拡大）、警戒基準の引き下げ（早めの避難）
・応急復旧工事（増大したリスクの除却）の実施

〇複合災害に備える応急対応のオペレーション体制の構築

〇都道府県や市区町村への技術的支援 等

〇令和6年能登半島地震（令和6年1月1日）による被害
・マグニチュード7.6、輪島市、志賀市で震度７を観測する地震が発生。
・大規模な地すべり、地盤の隆起、河道閉塞（山地部）が発生。

〇能登半島での令和6年9月20日からの大雨による被害
・河川の計画規模を上回る観測史上１位の降雨が発生。
・洪水とともに流下した土砂・流木が橋梁で捕捉、河道が埋塞し、氾濫が発生。
・大雨が予測されない中で短時間で水位が上昇する等、避難が困難な状況が発生。

降水量50mm/h以上の年間発生回数
（アメダス1,300地点あたり）

×

日本における大規模地震の発生確率

⇒全国各地で水害･土砂災害の発生が懸念⇒全国各地で地震の発生が懸念、広域災害も懸念

職員が直ちに被災現場
に到達できず、エリア
全体のリスクが把握で
きないことに伴う
被害の拡大

※先発の自然災害の影響が残っている状態で後発の自然災害が発生することで、単発の災害に比べて被害が拡大する事象
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他機関の映像等の活用

○ 複合災害に対応するためには、各段階における迅速な被害等の状況把握と応急対策や復旧計画の
立案など早期の意思決定が必要。

○ 発災直後の全体像の把握に衛星、ヘリ等を活用するほか、個別箇所の対策検討にはドローンを駆使。
カメラやセンサなどあらゆる手段を活用することで、的確な行動に繋げる。

○ 今後は、報道機関やインフラ企業など他機関の情報の活用についても推進。

あらゆる手段を活用した状況把握・意思決定の迅速化

水位観測施設等による情報収集 現場からの報告の円滑化

ドローンによる被害把握・対策計画立案衛星による早期の全体概況の把握 ヘリによる被害状況の把握

SAR衛星（だいち２号等）では、浸水や土砂移動等の
概況を夜間・悪天候時でも安定的に把握可能。
引き続き、だいち４号や民間小型衛星の活用を加速。

上空から衛星より様々な角度で詳細に被災状況を
把握可能。他機関のヘリの映像も活用。

ドローンによる被災地の撮影と３次元化により、
被災状況の把握及び対策計画立案を迅速化。

NHKでは、画像情報等を災害情報マップで可視化し、
一般に公開。その他機関の情報も含めて活用を推進。

河川巡視・点検の結果等のデータベース化による
現地対応者とのコミュニケーションの円滑化・迅速化。

水位計やカメラ等による水位等の状況把握のほか、
近年はワンコイン浸水センサの実証実験を推進。

3次元モデルから
被害状況を把握

3次元
モデル生成

■崩落範囲
■淡水範囲

携帯端末に現地情報（行為・
位置情報・写真）を入力 © Mapbox ©OpenStreetMap © ZENRIN(Z21LE第1676号)
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危険の切迫度が伝わる情報を充実する

○ 河川監視カメラや水位観測施設は、観測施設、電源、通信ネットワークの多重化を進める重要な
施設のほか、低コストの施設を組み合わせることで観測網を拡大してきた。簡易な施設も併用し
つつ観測網を維持していくため、すべての観測施設等を強靱化することは現実的ではない。

○ 一方で、技術の進展や情報セキュリティリスクの増大を受け、簡易型河川監視カメラの夜間視認
性の向上や通信手段の多様化、アクセス制限の必須化等、必要な対策に取り組む。

○ また、観測情報や予測情報を充実させ、これらに基づき発表する警戒を促す情報（防災気象情
報等）を高度化する。この際、「防災気象情報の体系整理と最適な活用に向けて（令和6年6月防
災気象情報に関する検討会）」を踏まえ、伝わる情報となるよう伝え方にも配慮していく。

観測網の拡大や予測技術の進展により、充実してきた観測・予測情報

水害リスクライン
洪水予測モデル

浸水センサの充実 観測網の充実による実況雨量の観測

AI 画像解析技術を活用したCCTV画像解
析による観測
レーザー計測による観測

※技術開発公募等により開発中

AIによる画像解析技術を用いた
観測イメージ

3D-LiDARによる計測イメージ

更なる観測・予測、警戒を促す情報の高度化

シンプルで分かりやすい防災気象情報へ
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浸水想定区域、ハザードマップ

○ 的確な避難行動・防災対応に繋げるためには、災害時の防災気象情報の伝達を想定した、水害リス
クの把握などの平時からのコミュニケーションの促進が重要。

○ あわせて、メディア（報道、ネット、スマホ、アプリ等）との連携により、各種主体が避難行動・防災対応
に必要な防災情報を理解して確認できるよう、「伝わる」情報発信を行うことが重要。

（参考）平時からのリスクコミュニケーション

水防訓練・演習マイ・タイムライン

オープンデータ提供サービス報道機関とのコミュニケーション 川の防災情報等による情報提供

マイ・タイムラインの作成支援により、住民一人ひとり
の災害時の時系列行動計画の事前整理・理解を促進

オープンデータ整備等により、水害リスク情報の更な
る利活用促進を図る

水防企画室

住民に直感で川の情報が分かりやすいよう
関連情報含め川の防災にて配信

水位の情報等をオープンにして民間企業の技術
により利便性の高いアプリを制作

多様な関係者が参加し、水防工法に限らず避難支援
など様々な防災対応の訓練を実施

学生による水防工法の体験 特養老人ホームの避難訓練と連携

防災気象情報等の警戒情報を円滑に理解し、避難
行動・防災対応に繋げるための意見交換の開催

地域メディア連携協議会
（石川県の例）
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記者会見による呼びかけ

○ 発災後は、避難所での生活や、車中泊等、普段の生活と異なり、情報が伝わりにくい状況。
○ 様々なメディアとの連携や、普段よりレベルを上げた情報共有等によりリスクを伝えることが重要。
○ 危険箇所の状況を把握し、分かりやすく伝える、カメラや水位計等の緊急設置の促進が必要。

（参考）災害時の水害・土砂災害の切迫感の情報伝達

カメラや水位計等の緊急設置

スマートフォンの活用 逃げなきゃコールの活用

学生による水防工法の体験

水管理・国土保全局・気象庁が合同で記者会見を開催
し、大雨や氾濫に対して厳重な警戒を広く呼びかけ

地盤沈下等で沿線の治水安全度が低下している状況
で現地状況を把握するための機器を設置、公開

リスクコミュニケーションの活性化と防災情報の
パーソナライズ化により、適切な情報がスマートフォ
ンに届くようにし、適切な避難行動を促進

デジタル・マイ・タイムライン（左）と緊急速報メール（右）
のイメージ

親族等による避難の声かけ（人から人）を支援し、
住民の避難行動を促す取組みを促進するよう
様々な機関と連携し、呼びかけ

災害リスク、および避難を判断するための考え方など
のリスク情報を市町村長等へ直接説明し、
二次災害への備えを実施

危険情報の周知

輪島市長への土砂災害リスクの共有による支援

多様なメディアとの連携

地元新聞社やラジオ会社等、多様なメディアを活用し、
周知を実施。地域メディアとして、発災後も生活者が
求める情報をきめ細かく提供

＜写真提供＞
北國新聞社
▸左写真：「能登半島地震１年で北國新聞の特別号外を配布」輪島マリンタウンの応急仮設住
宅（2025年1月）
▸中写真：「避難所に配られた新聞で情報を入手する避難住民」（2024年1月）

河北新報社
▸右写真：「被災者 地元ニュースに関心」（2011年3月）

＊無断転載不可
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夜間視認性の向上及び、セキュリティの対策等を図るため、仕様書の見直しを令和７年度実施中。
直轄河川の簡易型河川カメラについては今後随時、更新を図る。
その際に、今の配置が適切かどうか等の検証も必要。

※仕様案は現時点の案で、今後変わる予定
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizuko
kudo03_hh_001314.html

14



防災用語ウェブサイトの表記の改善事例：ハザードマップ
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デジタル技術を徹底的に活用し、知りたいことがひと目で分かるように可視化されるビジネスインテリジェンス
を導入することで河川やダム等の整備と維持管理の省力化と高度化を図るとともに、デジタルデータの徹底
活用により流域のあらゆる関係者の行動変容を促進させる。（＝流域ビジネスインテリジェンス（ＢＩ））

実績降雨

予測降雨・気候変動予測データ

河川対策

流域対策
土地利用情報

地質・土壌

3次元地形データ

建物データ

安価で長寿命な小型浸水センサ衛星による観測

流域データプラットフォームの構築

データの標準化

流域治水デジタルテストベッドの活用 16



サイバー空間に
流域を再現

＜デジタルツイン＞

３次元地形データ等の流域関
連の各種データを活用できる
機能

気候変動・流域関連の各種
データと演算・評価機能を
組み合わせた実証実験基盤
を整備。

リスク・対策効果の
見える化

実証試験基盤による
オープンイノベーションの

加速

水害リスクや治水対策効果の見
える化により流域治水の対策立
案や地域合意形成、適切な避難
行動等を促進。

実証実験基盤の下に官民の技
術を結集し、オープンイノベー
ションにより技術開発・実用性評
価に要する期間を短縮。新技術
の早期の社会実装を実現。

将来気候の予測等の気候変
動関連データを活用できる機
能

洪水予測や流出解析、効果
の見える化等の演算機能や
技術の評価機能

流域デジタルテストベッドのイメージ図

現実空間

サイバー空間
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